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大阪府河川整備委員会
	資料

1－1

	ケース
	治 水 手 法
	検 討 項 目
	ま　と　め
（□：メリット　　■：デメリット）

	
	中 下 流 部
	上 流 部
	コスト（億円）
上段：建設費

下段：【年間維持管理費】
	事業効率評価指標

上段：経済的内部収益率（％）

中段：【効果－費用】（億円）
下段：<現在価値化した

効果－費用>（億円）
	実　現　性
	効　果
（安全度）
	超過降雨に対する被害額（億円）
	

	１
	河川改修
＋

ダ　ム
	河床掘削
＋
ダ　ム
	１０８
【1.50】
	１．８

【１１１】
<△４３>
	○全川50ﾐﾘ対策はH27に完成予定。（上流部はダム建設により改修が不要）
	危険度Ⅰも解消される。
	80ﾐﾘ：　３３

90ﾐﾘ：６７６
	□時間雨量65ミリを超える洪水に対しては、他の手法と比べ最も被害軽減に有効。

□ダム本体工事発注済であり、実現性が高い。
□上流部の65ﾐﾘ対策について地元合意済み。

□65ミリ対策時の河床掘削深さが小さい。（＊１）

■貯留や下流への土砂供給減少による水質、生物生息環境への影響がある。（保全対策を適切に実施する必要あり）

	２
	河川改修
	河川改修〔全区間〕
	１３２
【0.66】
	· １６．２

【△２０６】
<△１５３>
	○中下流部50ﾐﾘ対策はH27に完成予定（※１）
○上流部50ﾐﾘ対策は地元理解が必要（※２）
	
	80ﾐﾘ：４０４

90ﾐﾘ：９０７
	■上流部の治水手法変更への地元理解を得るには時間を要する。（＊２）
※）河川改修（護岸整備、河床掘削）に伴う自然環境への影響について、今後、検討・調査が必要。（以下同様）

	３
	河川改修　＋　遊 水 地

	１６７
【1.50】
	１．２

【５２】
<△８１>
	○同上（※１）

○中流部の遊水地建設地周辺の地権者等の協力が必要。（買収面積約５ha）
	
	80ﾐﾘ：　３３

90ﾐﾘ：６７６

（ｹｰｽ1代用）
	□同上（＊１）

■同上（＊２）

□洪水を一時的に貯留することで下流への流量低減が図られ、超過洪水に対する被害軽減効果が期待できる。
（＊３）
■中流部の遊水池に対する地権者等との協議に時間を要する。

	４
	河川改修 　＋ 　流 出 抑 制
	２７２
【1.36】
	０．０
【△５３】
<△１５４>
	○同上（※１）
○同上（※２）
○貯留施設を整備する施設管理者との合意が必要。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	
	80ﾐﾘ：　３３

90ﾐﾘ：６７６

（ｹｰｽ1代用）
	■同上（＊２）
□同上（＊３）
■他の案に比べコストが高い。

■施設管理者との協議・調整に時間を要する。

■効果的な施設計画の検討に時間を要する。

	５
	河川改修　＋  局 所 改 修
（50ミリ対策）

※農地・道路の浸水あり
	８１
【0.45】
	· ４．３

【△６２】
<△７１>
	○同上（※１）
○同上（※２）
○局所改修は延長が短く比較的早期に対策が可能。
	65ミリ対策として評価できない。
	80ﾐﾘ：２７９

90ﾐﾘ：８７２
	□コストが最も低い。

■同上（＊２）
■今回のシミュレーションでは、時間雨量65ミリの洪水でH.W.L.を超えて流下する区間が2.6ｋｍあり、橋梁部（７橋）で流木等による河積阻害が懸念される。

	６
	河川改修
	河川改修〔集落部のみ〕
※農地・道路の浸水あり
	１１２
【0.56】
	△１８．２

【△１８６】
<△１３３>
	○同上（※１）
○同上（※２）
	①中下流部では危険度Ⅰも解消される。
②上流部1.6km区間の農地等に危険度Ⅰが残る。
	80ﾐﾘ：４０４

90ﾐﾘ：９０７

（ｹｰｽ2代用）
	■浸水区域に対する土地利用規制等の法整備や他機関との調整に時間を要する。（＊４）
■上流部の治水手法変更や浸水区域が残ることへの地元理解を得るには時間を要する。（＊５）

※護岸嵩上げ、掘下げに地元は反対

	７
	
	河川改修〔集落部のみ〕
（複合案 ）

※農地・道路の浸水あり
	９３
【0.46】
	△２０．９

【△１６７】
<△１１５>
	
	
	80ﾐﾘ：４０４

90ﾐﾘ：９０７

（ｹｰｽ2代用）
	■同上（＊４）
■同上（＊５）
■護岸の不連続性により流況が不安定となり、また、地域景観上も好ましくない。

	８
	
	河川改修〔集落部のみ〕

（50ミリ対策）


	１０４
【0.52】
	△１９．８
【△１８１】
<△１２７>
	
	①同上
②上流部1.6km区間は65ミリ対策ではない。
	80ﾐﾘ：４０７

90ﾐﾘ：９０７
	■上流部は50ミリ対策であり、危険度Ⅱの解消には別途対策が必要。

■同上（＊４）
■上流部の治水手法変更や同一市域における治水安全度の相違に対し地元理解を得るには時間を要する。




※コストは、今後の残事業費による。また、ダム案以外は、ダム中止に伴い発生する追加費用（11億円）を含む。








・改修区間：ケース１の河川改修と同じ


・貯留施設：ため池　：57箇所


（候補箇所）校庭貯留：10箇所





・遊水地下流区間：ケース１の河川改修と同じ


・遊水地能力　　：５０㎥／ｓカット


・遊水地上流区間：ケース２の河川改修と同じ





二級河川槇尾川の治水手法の比較検討　（目標：時間雨量65ミリ対策で危険度Ⅱの解消）








